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組織内の知識の多様化：日本の地方テレビ局

の海外戦略 

渡辺圭史 

岡山理科大学 経営学部 教授 

要約 

Weick(1979)は組織化のプロセスを経て組織内に知識が蓄積することを理

論化した。蓄積した知識は組織の意味決定に作用するのだが、Weick(1979)は蓄

積した知識が多様化することについて論じていない。Weick(1979)以降、一定期

間において経験の意味が変化する(March, Sproull and Tamuz, 1991)、複数の知識

が関連して作用する(Sutton, Devine and Lamont, 2021)など、知識の多様化に関

する議論が進展している。しかし、多様化した知識が組織の意味決定に作用す

ることについての議論は未だ不十分である。本研究では、日本の広島県を商圏

とするテレビ新広島(TSS)、島根県を商圏とする山陰中央テレビジョン放送

(TSK)の海外戦略の事例分析をすることで、組織内に蓄積した知識が多様化す

るプロセスと、多様化した知識の作用について検討する。知識の多様化につい

て議論を深めることで、Weick(1979)の組織化の理論に貢献する。 
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Diversification of Knowledge through 

Organizing: International Strategies of Japanese 

Local Television Broadcasters 
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Abstract 

Weick (1979) theorized about knowledge accumulated in the organization through 

organizing, but the author did not theorize the process of the knowledge accumulation. 

Through the cases of the Japanese local television broadcasters, this study discusses the 

process of knowledge accumulated, related and diversified in the organization. By 

discussing the knowledge accumulation to diversification, it will contribute itself to the 

theoretical development of Weick (1979). 
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はじめに 

Weick(1979) が 提 示 し た 「 組 織 化

(organizing)」の理論において、組織化のプロ

セスを経て組織内に知識が蓄積することが

議論された。蓄積した知識は組織の意味決定

に作用するのだが、Weick(1979)以降、知識の

多様化について議論が進展した(e.g., March, 

Sproull and Tamuz, 1991; Sutton, Devine and 

Lamont, 2021)。しかし、多様化した知識が組

織の意味決定にどのように作用するかにつ

いての議論は未だ不十分である。本研究では、

2つの地方テレビ局が手掛けた海外戦略の事

例を分析する。彼らは日本の民間テレビ放送

産業の成長が鈍化する中で、放送外収入を目

論んでそれぞれ海外戦略を手掛けた。事例分

析を通して、組織内に蓄積した知識が多様化

するプロセスと、多様化した知識の作用につ

いて検討する。本研究は知識の多様化につい

て議論を深めることで、Weick(1979)の組織

化の理論に貢献する。 

レビュー 

組織化の理論 

Weick(1979)が提示した組織化のプロセ

スは以下のように図示できる(図 1)。 

 

図 1 組織化のプロセス 

出所：Weick(1979)筆者により一部修正 

組織化のプロセスの理論の中核となる

のが意味決定のメカニズムである。組織は環

境で発生する様々な変化を創出し、創出した

変化に意味を付与し、意味決定した内容を知

識として保持する。知識はその後の組織の創

出と意味決定に作用する。Weick(1979)は組

織化を「意識的な相互連結行動によって多義

性を削減するのに妥当と皆が思う文法」と定

義しており、組織メンバーが文法を守るだけ

でなく、文法を作り出す経験を共有すること

で組織が作られていくことを理論化した。保

持した知識を事後的に共有するだけでなく、

組織化のプロセスを組織メンバーが共に経

験することで組織は凝集性を作り出す

(Feldman, 1989, p. 19; Weick, 1995, 邦訳, p. 6)。 

組織化のプロセスには 3 つの段階があ

り、最初の段階が「創出」である。創出とい

う言葉が示すのは、組織は環境で発生する生

態学的変化をすべて知覚しているのではな

く、環境の中で注意を向けている対象の生態

学的変化を知覚するということである。組織

は環境を抽出して創り出している。そのため、

生態学的変化を知覚するではなく、創出する

と定義する。もし仮に、組織が、環境で発生

する生態学的変化をすべて知覚して反応し

ているとすると、組織内に膨大な情報が集ま

って処理しきれなくなり、組織は機能不全と

なる(Pfeffer and Salancik, 1978, p. 13)。2 番目

の段階が「意味決定(淘汰)」である。組織が

創出した生態学的変化は、そのままでは多義

的であるため、生態学的変化が組織にとって

どのような意味を持つのか決定して、多義性

を削減する必要がある。人間の知的能力には

組織が直面する問題の複雑性と比較すると

限界があるため、合理的行動をとるために必

要となるのは、問題の複雑性のすべてを解釈

することではない組織にとって問題となる

主要な部分を抽出して単純化したモデルを

持つことが必要である (March and Simon, 

1958, 邦訳, pp. 177-178; Weick, 1979, 邦訳, p. 

119)。3 番目の段階が「保持」である。組織

は生態学的変化の多義性を削減し、決定した

意味を知識として組織内部で保持する。知識

は蓄積され、その後の組織の創出と意味決定

に作用する。知識は組織メンバーが日々の経

営実践において参照する対象となる。図 2-1

の保持から創出と意味決定に向けて矢印が

描かれているが、そこにプラス(＋)とマイナ

ス(－)の符号がある。プラスは組織が保持し

た知識が信頼されて作用することを意味す

る。マイナスは保持した知識が信頼されない

で作用することを意味している。 

以上、組織化のプロセスの段階について

検討したが、本研究が重要だと考える論点が

2 つある。第 1 の重要な論点は、意味決定は

事後的であるということである。Weick(1979)

はミードとシュッツの事後解釈の理論を基

礎にしている。人は回顧的に経験に意味を付

与し(Schutz, 1967, 邦訳, pp. 14-21)、個人が意

識する意味は、反応しようとしている社会的

刺激などの対象に対する個人の意識の中に

ある。意識する意味の内容を具体的に理解し

やすくするものは、呼び起こされた記憶の中

にある過去の経験である(Mead, 1910, 邦訳, 

pp. 20-22)。近年、組織化の議論において経験

に関する議論が発展している。組織内の知識

の中には文言化されたものだけでなく、過去

に起きた経験の記憶という形式をとるもの

もある(e.g., Dutton and Dukerich, 1991; Monin, 
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Noorderhaven, Vaara and Kroon, 2013)。ここで

注意すべき点は、組織は過去の経験を記憶し

ているのではなく、組織としてその事象に付

与した意味と経験を重ねて合わせて記憶し

ていることである(e.g., March and Olsen, 1976; 

Weick, 1969; Weick, Sutcliffe and Obstfeld, 

2005)。 

第 2 の重要な論点は、環境も組織も変化

が常態であるということである。組織化とい

う進行形の概念を Weick(1979)が提示したの

は、組織を固定化されたものではなく、組織

を常に変化しているものとしてとらえたか

らである。一方、組織は安定するために自ら

を秩序立てようとする傾向がある。組織は制

度によって一旦自らを秩序立てると、常に変

化している環境に対し、自らをより秩序立て

ようとする(Weick, 1979, 邦訳, pp. 121-122)。

制度が創出においても意味決定においても

繰り返し信用されて作用すると、安定性が柔

軟性を排除する。これは、多義性の増幅が抑

制されている状況である。実際のところ、日

々の経営実践において、頻繁に多義性の増幅

が起きていたら経営が安定しない。組織が日

々の経営実践の中で「深耕」に固執する傾向

があるのは(March, 1991, pp. 72-73)、経営資源

の新たな意味を見出して新しい成果を獲得

する「探索」よりも、保持している知識を利

用して既存の経営資源から得られる現状の

成果を改善するという深耕を選択すること

で経営を安定させているのである。 

知識の多様化 

意味決定は事後的である、そして、組織

は制度という知識で自らを秩序立てようと

し、安定した経営を実現しようとする。組織

化の議論において、意味決定に作用する知識

について詳細に理論化することが必要とな

る。しかし、Weick(1979)の議論に欠落してい

るのが、知識が多様化することに関する議論

である。これを補うべく、Weick(1979)以降、

知識の多様化に関する議論が進展した。 

特定の領域の中に複数の知識が存在し

て多様化する議論としては、経営者が過去の

経験を振り返る時に、1 つの経験に利害関係

者に関する知識など複数の知識が関連し、そ

れら複数の知識が現在の意思決定に作用す

るというものがある (Sutton, Devine and 

Lamont, 2021, p. 40)。また、過去の経験の記

憶は常に組織化のプロセスの対象となるた

め、時間経過とともに、経験の様々な側面が

創出され、経験の意味も変化する (March, 

Sproull and Tamuz, 1991)。経験が意味変化す

る経緯も記憶として保持されるため、1 つの

経験に複数の記憶が関連するようになる。創

出と意味決定に作用する知識とは経験の記

憶を含み (e.g., Dutton and Dukerich, 1991; 

Monin, Noorderhaven, Vaara and Kroon, 2013)、

組織が保持する知識が多様化していること

がわかる。組織メンバーにとってこの蓄積の

プロセスは経路依存的であり、複数の異なる

経験が関連して 1 つの経験として記憶され

ていることもある (Weick, 1979, 邦訳 , pp. 

250-251)。また、組織は組織内部に意図的に

多様性を作り出すこともある。「多様性を制

しうるのは多様性のみである」(Buckley, 1968, 

p. 495)とされる。組織を複雑にして処理すべ

きインプットの多様性に対して組織側も複

雑にすることで、複雑化していない組織より

も精確に環境の変化を創出できる可能性が

ある(Weick, 1979, 邦訳, p. 244)。Weick(1979)

も複数の知識が編集されて保持され、知識間

の因果マップを形成することを議論してい

る(Weick, 1979, 邦訳, pp. 172-186)。 

事例分析 

テレビ新広島 

本章の 1 つ目の分析対象となるのは広

島県を商圏とするテレビ新広島グループ(以

下、TSS グループ)である。TSS グループの海

外新規事業『Japan in Motion』は、2000 年頃

から様々な新規事業を模索してたどり着い

た事業である。TSS グループは新規事業を模

索し始めた時に、自社の最も重要な経営資源

は映像全般の制作能力であると意味決定し、

この制作能力を放送電波と切り離して考え

るようになった。制作能力をインターネット

関連の新しい技術と新結合して新しい事業

領域に進出しようとした。 

本研究では、TSS グループの新規事業開発

を３つの時期に分ける； 

【第 1 期(2000 年～2006 年)：新規事業開

発の開始】 

制作会社 TSS プロダクション(以下、TSS

プロ)は、テレビ業界は成長しないとの危

機感を持ち、放送外収入獲得を目指し、重

要な経営資源である番組制作能力を映像

制作能力へと意味を変化させ、インターネ

ット事業などに着手した。 

【第 2 期(2007 年～2011 年)：海外事業着

手－『Japan Quest』と『Japan in Motion』】 

外国人向け日本情報ウェブサイト『Japan 

Quest』を始めた。次に、フランスで日本紹
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介番組『Japan in Motion』の放送を始めた

(放送局 Nolife へ番組販売した)。フランス

の商習慣を利用し、新たな海外マーケティ

ング戦略を確立した。 

【第 3 期(2012 年～2021 年)：『Japan in 

Motion』の日本国内放送開始】 

『Japan in Motion』の新展開として日本国

内放送が始まり、拡大した。 

TSS グループの中で、2000 年から TSS

プロが新規事業を模索する過程で蓄積され

た知識が多様化していた。TSS プロが保持し

た知識の中には、異なる分野の様々な知識が

時間を経て存在していた。この蓄積のプロセ

スにおいて、もともと「創出された環境」の

外部に存在していた他者が利害関係者とな

り、彼らが重要な役割を担っていた。 

 

図 2 TSS プロ内で蓄積された重要な知識と経験(2000 年

～2011 年) 

図 2 は、第 1 期の 2000 年に TSS プロが

危機感を内部で共有してから、第 2 期の 2009

年に『Japan in Motion』がフランスで放送開

始した時期までに蓄積された知識と経験を

採り出して円内に記したものである。TSS プ

ロは 2004 年に重要な経営資源である番組制

作能力を映像制作能力と意味を変化させた。

この経営資源の効用を高めるために新規事

業領域に進出することで新たな環境を創出

した。2004 年以降、新規事業開発を続けるこ

とで、地元企業、大学教員など、かつて自分

たちが創出した環境には存在していなかっ

た組織や個人と出会い、新規事業開発の利害

関係者となった。TSS プロが彼らから受容し

た知識の 1 つに、メディア・ミックスによる

情報流通モデルというビジネスモデルがあ

る。TSS プロはこのビジネスモデルの多義性

を増幅し、独自の海外向け日本観光情報ウェ

ブサイト『Japan Quest』を運営し始めた。そ

して、情報番組『Japan in Motion』を制作す

ることで、さらに新たな環境を創出し、Nolife

が新たな利害関係者となった。2011年には中

国地域の経済産業局から公的資金を獲得し、

『Japan in Motion』の中で岡山の桃太郎ジー

ンズを紹介する事業を実施した。桃太郎ジー

ンズを番組内で紹介する時に、日本では定着

していないがフランスでは定着していた商

習慣を利用した。これは Nolife からの提案で

あった。そして 2011 年の事業を契機とし、

TSS プロは『Japan in Motion』の事業運営を

拡大し、商品やサービスを海外のテレビ放送

で紹介し、SNS で視聴者の放送に対する反応

などを調査し、現地イベントで集客するとい

う順序で新たな海外マーケティング戦略を

開発した。この新たな海外マーケティング戦

略は「広島モデル」と名付けられた。 

インターネット事業や Nolife の関与な

ど、様々な経験の記憶と知識が映像制作能力

と関連している。さらに、すべての経験の記

憶がそれぞれ関連し、個々の経験にも様々な

知識が関連しいていると考えられる。図 3-1

で示したように、TSS グループ内で時間を経

て異なる複数の知識と経験が関連し合い、多

様化していた。 

山陰中央テレビジョン放送 

本章の 2 つ目の分析対象となるのは島

根県を商圏とする山陰中央テレビジョン放

送(以下、TSK)である。TSK は創業以来初の

海外事業として、2014 年、総務省「放送コン

テンツ海外展開強化促進モデル事業」(平成

25 年度補正予算)を受注した。この事業受注

は日本国内での全国漁業協同組合連合会へ

の営業がきっかけであった。2018年には東京

にコンテンツ戦略室設置。2022年に株式会社

ACD に資本参加する。ACD とは、ANA ホー

ルディングスが中心となり設立された。中国

向け情報発信サービスや越境 ECサービスな

どを担い、日本企業の中国進出をサポートす

る企業である。 

TSK が TSS と異なるのは、TSS が映像

制作能力を重視して新規事業を模索した結

果、海外戦略が進展したが、TSK はビジネス

ネットワークを開発することで海外戦略が

進展した。TSK は 2023 年に農業に進出する

ために株式会社 TSK 農縁を設立するなど、

事業分野を拡げている。これは、TSK の田部

長右衛門社長のインタビューにあるが(「も

はやメディア事業ではなくて地域創造カン

パニー～さんいん中央テレビ・田部社長イ

ン タ ビ ュ ー ・ 2023.6.15 」

https://note.com/oszerosakai/n/ne85078e1c1b6)、



 

138 

TSK が運営する事業を地域作り事業として

意味付け、TSK はメディア企業ではなくて地

域創造カンパニーとして意味付けている。空

き家対策や町の再開発事業、ホテル事業も手

掛けている。TSKの放送収入を収入全体の 30

％にしようとしている。ちなみに、東京の地

上波民間テレビ放送局の放送収入は 50％前

後である。 

結論 

2 つの事例分析が示すのは、多様化した

知識が組織の創出と意味決定に作用し、海外

事業に着手するというビジネスモデルの革

新につながったということである。組織の意

味決定において、特に経営資源の意味決定に

多様化した知識がビジネスモデルの革新を

もたらした。知識の多様化は経路依存的に形

成されるため、事後的に創出や意味決定に作

用する時に複数の知識が同時に創出や意味

決定に作用しても、多義性がコントロール不

能なまでに増加するわけではない。 

また、組織の利害関係者が知識の多様化

に貢献することもある。TSS も TSK も海外

事業実行において、事業に様々な利害関係者

を巻き込みながら、自社の意味決定プロセス

に利害関係者の知識を取り込んでいった。こ

のような企業と利害関係者の関係は一方的

なものではなく、相互依存的な関係にあり、

両者の間で基礎知識、組織構造、そして戦略

展開において共通性を有するものである

(Lane & Lubatkin, 1998, pp. 473-475)。これは、

組織間において組織化のプロセスを共有し

たと言え、今後、このような組織間関係の分

析が必要であると考える。 
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